
電気⽤品安全法 実務のポイント

近畿経済産業局
製 品 安 全 室
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注意事項

本資料は、電気用品安全法第３条で規定される届出事業者が 

行うべき業務を中心に、法律で規定された業務を分かり易く 

解説することを目的としたものです。

このため、法律等での規定事項を分かり易さの観点から言い 

換えており、正確ではない場合があるため、厳密な解釈が必要

な場合は、必ず根拠となる法律等を確認してください。

また、法令に照らして十分な保安水準の確保が達成できる法令

的・技術的根拠を本資料が拘束するものではありません。
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◇電気⽤品安全法 法令業務実施⼿引書○
https://www.meti.go.jp/policy/consumer/seian/denan/file/06_guide/denan_guide_ver502.pdf

電気⽤品安全法 法令業務実施⼿引書

○ 本資料では「電気用品安全法 法

令業務実施手引書」を参照してい

ます。

あわせて確認してください。

凡例：



法の体系

<⽬的>
第⼀条 この法律は、電気⽤品の製造、販売等を規制

するとともに、電気⽤品の安全性の確保につき
⺠間事業者の⾃主的な活動を促進することにより、
電気⽤品による危険及び障害の発⽣を防⽌すること
を⽬的とする。

PSE： Product Safety Electrical Appliances & Materials

法律
（電気⽤品安全法）

政令
（施⾏令）

施⾏規則

省令
（技術基準）

通達
どちらか⼀⽅を適⽤

⽬的､他
の基本事項

対象となる電気⽤品
・特定電気⽤品：116品⽬
・ 〃 以外：341品⽬

・電気⽤品の区分
・型式の区分
・検査の⽅式、検査設備

・性能規定
（電気⽤品が有すべき性能）

・電気⽤品の技術上の基準を定める省令の解釈
（具体的な技術ルール）

別表第⼀ 〜 第⼗⼀ 別表第⼗⼆

国内で過去より蓄積 国際規格に準拠したJISを引⽤
（技術基準）

具体内容

・PSEマークは、法の義務を履⾏した
届出事業者が表⽰可能 ★

・PSEマークの無い電気⽤品は販売禁⽌

★「国の承認」「PSE認証取得」という
ものではありません
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漏電遮断器

分岐ブレーカ

配電盤

法の対象

電気事業法
事業⽤電気⼯作物 ⼀般⽤電気⼯作物

引込線取付点

（⼀般⽤電気⼯作物の部分）

電⼒量計

（接続して⽤いられる器具）

電気⽤品安全法

ACアダプタ

電安法
対象外

「⼿引書」
（P6）

DC駆動機器

リチウムイオン
蓄電池

（注）図はあくまで法対象のイメージを⽰す
もので､正確には関連法令を確認ください。
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（定義）
第⼆条 この法律において「電気⽤品」とは、次に掲げる物をいう。

⼀ ⼀般⽤電気⼯作物の部分となり、⼜はこれに接続して⽤いられる機械、
器具⼜は材料であつて、政令で定めるもの

⼆ 携帯発電機であつて、政令で定めるもの
三 蓄電池であつて、政令で定めるもの



特定電気⽤品 ／ 特定電気⽤品以外の電気⽤品

構造⼜は使⽤⽅法その他の使⽤状況からみて特に危険⼜は
障害の発⽣するおそれが多い電気⽤品であつて、政令で定
めるもの （電気⽤品安全法: 第⼆条第２項）

⾮対象

「⼿引書」
（P6）

対 象
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必要な⼿続き（業務フロー）
（１）電気⽤品名等の確認

（６）表⽰
（７）販売

（３）技術基準適合確認

（５）⾃主検査

「⼿引書」
（P9）

（２）事業届出
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（特定電気⽤品の場合）
（４）適合性検査

事業届出(法第3条)

技術基準適合確認(法第8条第1項)

⾃主検査(法第8条第2項)

表⽰(法第10条)

販売(法第27条)

適合性検査(法第9条)

製造・輸⼊

特定電気⽤品

事業⾏為

電気⽤品名等
の確認

対象

対象

対象外



③ 型式の区分 の要素毎の区分を確認

② 当該電気⽤品が属する電気⽤品の区分 を確認

（１）電気⽤品名等の確認 「⼿引書」
（P18〜P22）

電気⽤品の区分 電気⽤品名 型式の区分
⼤まかな分類

（２０区分）
法対象の品⽬
（４５７品⽬）

安全確保上の要素
の組合せ
（構造･材質･性能等）

① 電気⽤品名を⽤途･機能、構造･定格を元に決定
参考
資料

電気⽤品の範囲等の
解釈について

電気⽤品の対象/⾮対象
の具体例

電気⽤品安全法
施⾏令

電気用品全リスト
（手引書 P82～P85）

⼀覧⼀覧 条件条件 解釈解釈 具体例具体例
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★電気⽤品名は「⾃主検査記録」「適合証明書」の記載事項

事業届出(法第3条)

技術基準適合確認(法第8条第1項)

⾃主検査(法第8条第2項)

表⽰(法第10条)

販売(法第27条)

適合性検査(法第9条)

製造・輸⼊

特定電気⽤品

事業⾏為

電気⽤品名等
の確認

対象

対象

対象外



（２）事業届出（事業の開始）
（事業の届出）

第三条 電気⽤品の製造⼜は輸⼊の事業を⾏う者は、
電気⽤品の区分に従い、事業開始の⽇から三⼗⽇以内
に、次の事項を経済産業⼤⾂に届け出なければならな
い。

⼀ 名称、本社住所、代表者⽒名
⼆ 電気⽤品の型式の区分
三 当該電気⽤品を製造する⼯場⼜は事業場の名称及び所在地

（電気⽤品の輸⼊の場合は、製造事業者の⽒名⼜は名称及び住所）

「⼿引書」
（P28〜P36）
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事業届出(法第3条)

技術基準適合確認(法第8条第1項)

⾃主検査(法第8条第2項)

表⽰(法第10条)

販売(法第27条)

適合性検査(法第9条)

製造・輸⼊

特定電気⽤品

事業⾏為

電気⽤品名等
の確認

対象

対象

対象外

（届出先）
電気⽤品の製造の事業にかかわる⼯場⼜は事業場や、
輸⼊の事業にかかわる事務所、事業場、店舗⼜は倉庫
等の所在地を管轄する経済産業局(※)

(※) 複数の経済産業局の管轄区域内に存在する場合は経済産業省

⼿続きは「保安ネット（⼿引書P30）」利⽤を推奨



事業開始届出時の確認事項

□ 事業開始の⽇から30⽇以内の提出か
（30⽇を超えている場合は管轄する経済産業局にご相談ください）

□ 事業開始の⽇より後に届け出ているか

□ 届出先（経済産業⼤⾂⼜は〇〇経済産業局⻑）に誤りはないか

□ 本社住所は、登記上の住所（個⼈の場合は住⺠票の住所）を記載
しているか

□ 過去に、同⼀の「電気⽤品の区分」で事業開始届出を提出して
いないか
（同⼀の「電気⽤品の区分」で新たに電気⽤品を追加する場合は
「変更の届出」を⾏ってください）

9

(ポイント)



（２）事業届出（変更の届出）
（変更の届出）

第五条 届出事業者は、届出事項に変更があつたとき
は、遅滞なく、その旨を経済産業⼤⾂に届け出なけれ
ばならない。

「⼿引書」
（P39〜P41）
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事業届出(法第3条)

技術基準適合確認(法第8条第1項)

⾃主検査(法第8条第2項)

表⽰(法第10条)

販売(法第27条)

適合性検査(法第9条)

製造・輸⼊

特定電気⽤品

事業⾏為

電気⽤品名等
の確認

対象

対象

対象外   変更届出が必要な場合（例⽰）
「商号」の変更
「本社住所」の変更
「型式の区分」の追加、削除
⼯場/事業場、外国製造事業者/⼯場の追加、削除
⼯場/事業場、外国製造事業者/⼯場の名称、所在地
変更



変更届出時の確認事項

□「電気⽤品の区分」は、過去に事業開始を届け出たものと同⼀か
（過去届け出た「電気⽤品の区分」と異なる電気⽤品の追加は
「事業開始の届出」を⾏ってください）

□ 本社住所は、登記上の住所（個⼈の場合は住⺠票の住所）を記載
しているか

□ 過去に、同⼀の「型式の区分」を届け出ていないか
（取扱う製品が変わっても「型式の区分」が同じ場合は届出不要

です）

□ 過去に、同⼀の製造事業者・⼯場を届け出ていないか
（既に届け出ている場合は届出不要です）
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(ポイント)



（３）技術基準適合の確認
（基準適合義務等）

第⼋条 届出事業者は、電気⽤品を製造し、⼜は輸⼊
する場合においては、技術基準に適合するようにしな
ければならない。
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事業届出(法第3条)

技術基準適合確認(法第8条第1項)

⾃主検査(法第8条第2項)

表⽰(法第10条)

販売(法第27条)

適合性検査(法第9条)

製造・輸⼊

特定電気⽤品

事業⾏為

電気⽤品名等
の確認

対象

対象

対象外

「⼿引書」
（P60〜P61）

「技術基準」とは
「電気⽤品による危険及び障害の発⽣を防⽌するこ
と」を満⾜するための設計・試験について、これを
満⾜する基準として解釈が⽰されているもの

(1)材料（樹脂の強度･耐熱性･絶縁性、⾦属の防錆、 他）
(2)構造（転倒しない、感電しない、ショートしない、他）
(3)部品（電線の電流容量･耐熱、安全な部品の使⽤、 他）

：
(12)表⽰（定格電圧、消費電⼒ ...）

（例）



技術基準適合確認の際の注意事項

□技術基準に適合することの確認⽅法を決めていること

ex 外国製造事業者に技術基準適合確認を依頼し、技術基準適合
を証する書⾯、試験成績書（テストレポート）を⼊⼿して
試験⼿順や試験結果を確認する

ex 検査機関に技術基準適合確認を依頼し、試験⼿順や試験結果
を確認する

ex ⾃社で技術基準適合確認の試験を実施して確認する

□電気⽤品に適⽤された技術基準を確認すること
｢別表第〇｣ ｢別表第12 Ｊ60XXX-1、Ｊ60XXX-２-□」
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(ポイント)



（４）適合性検査（特定電気⽤品の場合）
（特定電気⽤品の適合性検査）

第９条 届出事業者は、電気⽤品が特定電気⽤品で
ある場合には、当該特定電気⽤品を販売する時までに、
経済産業⼤⾂の登録を受けた者（登録検査機関）の
検査（適合性検査）を受け、証明書の交付を受け、
これを保存しなければならない。

14

事業届出(法第3条)

技術基準適合確認(法第8条第1項)

⾃主検査(法第8条第2項)

表⽰(法第10条)

販売(法第27条)

適合性検査(法第9条)

製造・輸⼊

特定電気⽤品

事業⾏為

電気⽤品名等
の確認

対象

対象

対象外  輸⼊事業者の場合
①外国製造事業者が適合同等

証明書を⼊⼿
②輸⼊事業者が外国製造事業

者へ依頼して、登録検査機
関が発⾏した適合同等証明
書の写し(副本)を⼊⼿

「⼿引書」
（P66〜P73）

①検査依頼

①証明書交付

②写し依頼②写し依頼

②写し交付②写し送付

輸
入
事
業
者

外
国
製
造
事
業
者

登
録
検
査
機
関

 製造事業者の場合
登録検査機関の検査を受け、適合証明書を⼊⼿



適合同等証明書の写し(副本)の確認例

適合同等証明書 型式の区分適合同等証明書
写し(副本）

申込者名

製造⼯場名
適⽤試験規格

特定電気⽤品名
ABC株式会社
⼤阪府〇〇市△△町□丁⽬◇番地

直流電源装置

ABC株式会社
⼤阪府〇〇市△△町□丁⽬◇番地

電気⽤品の技術上の基準を定める省令第1項
別表第⼋

令和 ６年10⽉8⽇
令和11年10⽉7⽇

XYZ123EFG456789

証明書番号：XYZ123EFG456789

登録検査機関名

XYZ123EFG456789

証明書番号

（副本番号）： XYZ123EFG456789−1

□ 登録検査機関が交付した「原本 」(紙) であること
□ 総ページ数を確認し、不⾜がないこと
□ 有効期間内であること 等

有効年⽉⽇
交付年⽉⽇

ABC株式会社
⼤阪府〇〇市△△町□丁⽬◇番地

令和 ６年10⽉25⽇

ｖｖｖ

詳細な
テストデータ

申込者名

適⽤試験規格
特定電気⽤品名

登録検査機関名

試験判定: 適合

製品名(品番)

テスト
レポート

（記載項⽬例）

（注）上記は、適合同等証明書の写し（副本）、型式の区分、テストレポートの構成イメージです。
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(ポイント)



（５）⾃主検査
（基準適合義務等）

第⼋条第２項 届出事業者は、電気⽤品について検査
を⾏い、その検査記録を作成し、これを保存しなけれ
ばならない。
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事業届出(法第3条)

技術基準適合確認(法第8条第1項)

⾃主検査(法第8条第2項)

表⽰(法第10条)

販売(法第27条)

適合性検査(法第9条)

製造・輸⼊

特定電気⽤品

事業⾏為

電気⽤品名等
の確認

対象

対象

対象外

「⾃主検査」について
(1) 完成品検査（全数実施）

・検査項⽬（電気⽤品毎に異なる）
外観、絶縁耐⼒（※）、通電について⼀品ごと（全数）に検査

（※）絶縁耐⼒の検査条件は適⽤している技術基準により異なる。

・検査記録に記載すべき事項（６項⽬）
① 電気⽤品名、型式区分、構造、材質、性能の概要
② 検査年⽉⽇、場所
③ 検査実施者⽒名
④ 検査数量
⑤ 検査⽅法
⑥ 検査結果

(2) 製造⼯程での検査（特定電気⽤品の場合）
常時、当該特定電気⽤品の構造、材質及び性能について⾏う検査

(3) 試料についての検査（特定電気⽤品の場合）
材料､部品､半完成品⼜は完成品から任意に抽出した試料に⾏う検査

「⼿引書」
（P62〜P65）



法定事項を全て記載
① 電気⽤品名、型式区分、

及び構造､材質､性能の概要
② 検査の年⽉⽇、場所
③ 検査者の⽒名
④ 検査数量
⑤ 検査⽅法
⑥ 検査結果

⾃主検査記録の作成・保存と確認例

絶縁耐⼒の検査条件
・適⽤した技術基準に定

められた電圧、時間で
⾏っていること

検査数量
・対象数量の全数につい

て検査していること
（抜取(抽出)検査は不可）

17（注）検査記録の様式は法令で規定する事項を記載していれば⾃由な様式で構いません。上記は⼀例です。

(ポイント)

「⾃主検査記録」の確認例

「⾃主検査記録」の作成・保存について
○ ⾃主検査は､届出事業者が実施｡⼜は 届出事業者の責任のもとで第三者に委託可能
○ ⾃主検査記録は､届出事業者が３年間保存すること

① ②
③

④

⑤

⑥

検査項⽬
・電気⽤品名毎に定められ

た項⽬であること
・法定項⽬に加えて、電気⽤

品にとって必要な項⽬を定
めて実施していること

20

J60335-2-1(H27)
J60335-2-7(2024)



（表⽰）
第⼗条 届出事業者は、第⼋条第⼆項（特定電気⽤品
の場合にあつては、同項及び前条第⼀項）の規定によ
る義務を履⾏したときは、当該電気⽤品に経済産業省
令で定める⽅式による表⽰を付することができる。
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事業届出(法第3条)

技術基準適合確認(法第8条第1項)

⾃主検査(法第8条第2項)

表⽰(法第10条)

販売(法第27条)

適合性検査(法第9条)

製造、輸⼊

特定電気⽤品

事業⾏為

電気⽤品名等
の確認

対象

対象

対象外

（６）表⽰、（７）販売 「⼿引書」
（P74〜P78）

（販売の制限）
第⼆⼗七条 電気⽤品の製造、輸⼊⼜は販売の事業を
⾏う者は、第⼗条第⼀項の表⽰が付されているもので
なければ、電気⽤品を販売し、⼜は販売の⽬的で陳列
してはならない。

経済産業省令で定める⽅式による表⽰項⽬
・PSEマーク
・届出事業者名
・登録検査機関名（特定電気⽤品の場合）



（※）届出事業者名に代えて略称や登録商標を表⽰する場合は､
予め経済産業省製品安全課 に⼿続きが必要です。
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表⽰例

特定電気⽤品以外の電気⽤品の表⽰例 (空気清浄機の場合)

特定電気⽤品の表⽰例 (直流電源装置の場合)

登録検査機関名

○○株式会社
⼊⼒：100V、13VA、50-60Hz
出⼒：DC12V 200mA

○○株式会社
100V、42/48Ｗ、50/60Hz

① 特定電気⽤品に表⽰が義務付けられるマーク
② 適合性検査を⾏った登録検査機関名
③ 届出事業者名⼜はその届け出した登録商標、承認された略称 (※)

（注）①②③は、原則近接して表⽰

④ 定格等(適⽤する技術基準により異なります。)

①
②

③

④

① 特定電気⽤品以外の電気⽤品に表⽰が義務付けられるマーク
③ 届出事業者名⼜はその届け出した登録商標、承認された略称（※）

（注）①③は、原則近接して表⽰

④ 定格等(適⽤する技術基準により異なります。)

①

④

③

(ポイント)



必要な⼿続き（業務フロー）
（１）電気⽤品名等の確認 ← 製品の⽤途･機能で判断

（６） 表⽰
（７） 販売

（３）技術基準適合確認← テストレポート等を保存

（５）⾃主検査 ← 検査記録(全数)を保存

「⼿引書」
（P9）

（２）事業届出 ← 保安ネット推奨
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（特定電気⽤品の場合）

（４）適合性検査 ←（製造）適合証明書（紙）を保存
←（輸⼊）同等証明書の写し（紙）を保存

事業届出(法第3条)

技術基準適合確認(法第8条第1項)

⾃主検査(法第8条第2項)

表⽰(法第10条)

販売(法第27条)

適合性検査(法第9条)

製造・輸⼊

特定電気⽤品

事業⾏為

電気⽤品名等
の確認

対象

対象

対象外

予
め
確
実
に
保
存
す
る
⼿
段
を

講
じ
る
こ
と
！

(まとめ)



最後に

テストレポート、適合証明書、検査記録は、単に保存する
のではなく､内容を理解することが重要です

電気⽤品の安全性
最終責任は届出事業者にあります！
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